
令和３年度 都道府県・政令指定都市 男女共同参画主管課長会議資料

令和４年１月２０日

総務省消防庁 国民保護・防災部 地域防災室

女性消防団員の確保について



２ 地域の総合防災⼒
３ 近年の⼤規模災害時の消防団の活躍

写真提供︓南阿蘇村

１ 消防団を中核とした地域防災⼒の充実強化に関する法律（平成25年12⽉法律第110号）
● ⽬的・理念等︓消防団を中核とした地域防災⼒の充実強化を図り、もって住⺠の安全の確保に資する
● 基本的施策
（１） 消防団の強化︓消防団への加⼊促進（公務員の消防団員との兼職の認め・職務専念義務の免除）、

消防団活動の充実強化施策（処遇・装備・教育訓練の改善等）
（２） 地域における防災体制の強化

令和３年４月１日現在
（少年消防クラブは令和３年５月１日現在）

消防団を中核とした地域防災力

【令和２年７月豪雨】
● 令和２年７⽉３⽇以降、各地で発⽣した記録的な⼤⾬に
おいて、危険箇所の巡視・警戒や、広報⾞を活⽤した早期避
難の呼び掛け、住⺠の避難誘導など、懸命な活動を実施。

● 福岡県 延べ活動⼈員 約 8,300名
熊本県 延べ活動⼈員 約18,600名
岐⾩県 延べ活動⼈員 約 6,300名

【令和３年８月11日からの大雨】
● 危険箇所の巡視・警戒や広報⾞を活⽤した早期避難の呼
び掛け、住⺠の避難誘導等を実施。また、発災後においても、
ボートによる救助活動を⾏ったほか、がれきや⼟砂の撤去、ポ
ンプによる排⽔活動等を⻑期間にわたり実施。

● ⻑野県 延べ活動⼈員 約10,000名
佐賀県 延べ活動⼈員 約10,400名
熊本県 延べ活動⼈員 約 9,100名
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消防団の現状
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１ 消防団員数の推移

 R3.4.1時点の消防団員数は804,877⼈ (▲13,601⼈ (▲1.7％)。⼊団者数︓34,553⼈、退団者数︓48,154⼈）
 重点的に取り組んできた⼥性団員、機能別団員については増加傾向。学⽣団員については若⼲減少。

・ ⼥性団員 27,317⼈ (+117⼈ (+0.4％)) ※ ⼥性団員がいる消防団数は1,668団 (＋17団)
・ 学⽣団員 5,387⼈ (▲17⼈ (▲0.3％)) ※ 学⽣団員がいる消防団数は668団（+28団）
・ 機能別団員 29,371⼈ (+3,276⼈(＋12.6％)) ※ 機能別団員制度は616市町村で導⼊済（+58市町村）
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３ 学生消防団員数の推移
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第５次男女共同参画基本計画（令和２年12月25日閣議決定）（抜粋）

（成果目標）

消防団員に占める女性の割合：2026年度に10％を目標としつつ、当面５％

（具体的な取組）

消防団への女性の積極的な入団を促進するため、地方公共団体が地域の企業や大学と連携して消

防団員を確保する取組を支援するとともに、各地で開催する「地域防災力シンポジウム」や全国の

女性消防団員が一堂に会する大会等を通じ、女性消防団員の活動をより一層活性化させる。また、

消防団の拠点施設等における女性用トイレや更衣室等の設置等を進める。

計画・通知等

地域防災力の中核となる消防団の充実強化について（令和４年１月18日消防庁次長通知）（抜粋）

３ 幅広い住民の入団促進

（４）女性の入団促進

令和３年４月１日現在の女性消防団員数は27,317人（前年度より117人増）、女性消防団員

がいる消防団数は1,668団（前年度より17団増）であり、それぞれ年々増加している一方で、

全消防団員に占める女性消防団員の割合は3.4%にとどまっている。女性消防団員は基本団員

としての活動のほか、高齢者宅を訪問しての火災予防活動や、住民を対象とした応急手当講

習等、幅広い分野で活躍している。女性消防団員数の増加に向けた取組を継続するととも

に、機能別団員制度の活用についても検討していただきたいこと。
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① 消防団の力向上モデル事業 2.5億円（新規）

② 消防団への加入促進のための広報の実施
0.7億円（令和３年度 0.6億円）

③ 全国女性消防団員活性化大会
0.2億円（令和３年度 0.2億円）

④ 女性消防団員等の活躍加速支援事業
0.4億円（令和３年度 0.4億円）

女性や若者等の消防団への加入を促進するため、地方公共団体が地域の企業や大学等と連携して
行う取組への支援、ポスター等を活用した全国的な広報活動、全国女性消防団員活性化大会や地域
防災力向上シンポジウム等を開催

消防団への女性・若者等の加入促進（令和４年度予算案）
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○ 社会環境の変化に対応した消防団運営等の普及・促進に向け、様々な分野の事業を支援し、
地方公共団体の創意工夫に満ちた取組を促す。

○ 各取組をモデル事業として、全国へ横展開を図る。

・災害の多発化、激甚化
・人口減少
・若者の意識の変化
・女性の社会進出の進展

など

＜モデル事業の例＞

社会環境の変化

消防団の力向上モデル事業

○ 企業・⼤学等と連携した消防団加⼊促進

○ ⼦供連れでも活動できる消防団の環境づくり

○ 災害現場で役⽴つ訓練の普及

対
応

資機材
取扱訓練

救護救出
訓練

山火事
想定訓練

プロスポーツチームと
連携した加入促進 大学祭での加入促進

子連れ巡回活動
子供連れでの
広報活動

全国的な団員数の確保・地域防災力の一層の充実強化

【令和４年度新規事業】
2.5億円

○ ⼩中⾼⽣に対する防災教育

消防団の力向上モデル事業の概要

全額国費
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1．趣旨
毎年度、1月から3月までの間を「消防団員入団促進キャンペーン」期間と位置づけ、地方公共団体等と連携

し、消防団員の入団促進に係る啓発、広報の全国的な展開を図る。

２．令和４年１⽉〜３⽉における取組（概要）
○消防団員入団促進全般
ポスター・リーフレット等を作成し、掲示・配付。
ウェブサイト上や電車内モニターに広告を掲出。

○女性の入団促進
女性消防団員に着目した
リーフレット等を作成し、掲示・配付。

消防団員入団促進キャンペーン

消防団員の入団促進用ポスター

○国民に対して消防団を広く周知
入団促進PＲに関する動画等を対象とする消防団ＰＲムービーコンテスト
の実施 など

○被雇用者の入団促進

企業と消防団員の関わりに着目したリーフレット等を作成し、掲示・配付。

加入促進動画（YouTube）

○学生の入団促進
学生消防団員に着目したリーフレット等を作成し、掲示・配付。
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○主催
消防庁、(公財)日本消防協会、実行委員会(開催地消防協会、開催都道府県、開催市)

○後援
開催地市長会、開催地町村会等

○過去の実績等
第20回 ちば大会（H26.11.14） 開催地：千葉県浦安市 人数：3,800名
第21回 佐賀大会（H27.10.29） 開催地：佐賀県佐賀市 人数：3,003名
第22回 北海道大会（H28.6.3） 開催地：北海道札幌市 人数：3,357名
第23回 広島大会（H29.11.16） 開催地：広島県広島市 人数：3,317名
第24回 滋賀大会（H30.11.9） 開催地：滋賀県大津市 人数：3,655名
第25回 青森大会（R1.9.19） 開催地：青森県青森市 人数：2,647名
第26回 徳島大会→R4に延期 開催地：徳島県徳島市

○内容
・活動事例発表
・記念講演
・火災予防啓発劇
・パネルディスカッション 等

○概要等
全国の女性消防団員が一堂に集い、日頃の活動やその成果を紹介するともに、意見交換を通じて連携

を深めることにより、幅広い知識と視野を習得し、女性消防団員の活動をより一層活性化させ、地域防
災力の強化に資することを目的とし、平成６年以降開催。

全国女性消防団員活性化大会の開催
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「大規模災害団員」の概要

※以下はあくまで⼀例であり、地域によって運⽤が異なり得ることに留意。

【例１】
⼤規模災害に新たに発⽣する活動等

【例２】
事業所等で所有する
資機材を活⽤した活動

＜基本的な考え⽅＞
○ 「⼤規模災害団員」は、特定の役割・活動をあらかじめ限定して従事する機能別団員の⼀つ。
○ 「⼤規模災害団員」は、⼤規模災害時に新たに業務が発⽣したり、⼈員不⾜となる場合に限り出動。

（例）災害種別毎の出動例 ⾵⽔害 ︓被害が広範囲に及び避難勧告の発令や避難所開設等が必要な場合 等
地震・津波︓震度5強以上、津波警報が発表された場合、避難所開設が必要な場合 等

※ 令和３年４⽉１⽇現在で８１市町村が導⼊済。

「⼤規模災害団員」 （参考）基本団員

活
動
場
⾯

・⼤規模災害
・⼤規模災害を想定した訓練
・地域の防災訓練
※式典等には必要に応じて参加

・⼤規模災害
・⼤規模災害を想定した訓練
・地域の防災訓練
・⽕災、⾵⽔害
・操法訓練
・救助訓練・ポンプ等点検
・救命講習会等の研修
・普及・啓発（⽕災予防運動、年末警戒）

・式典等（操法⼤会、出初式、祭り警備等）

報
酬
・
⼿
当

・年額報酬︓
基本団員より低額でも可

・出動⼿当︓
基本団員と同程度の額

・年額報酬︓条例により規定

・出動⼿当︓条例により規定

退
職
報
償
⾦

・条例で退職報償⾦なし
とすることも可

・階級別、勤務年数別に、
条例で規定され⽀給される

（消防基⾦への掛⾦ 19,200円/⼈/年）

公務
災害
補償

・公務災害補償の対象
（消防基⾦への掛⾦1,900円/⼈/年)

・公務災害補償の対象
（消防基⾦への掛⾦1,900円/⼈/年)

⼤規模災害時に新た
に発⽣する活動、
⼈員不⾜となる活動

⼤規模災害時に
必要な活動

通常の
消防団活動

・消⽕活動
・救助活動
・警戒活動

等

※基本団員が中⼼
となって担当

・災害情報の収集、
報告、住⺠への伝達

・避難誘導・安否確認
・避難所運営⽀援

・重機を活⽤した
啓開活動

・ドローンやバイクを
活⽤した情報収集活動

・⽔上バイクを活⽤した
⽔難救助活動

＜活動内容（例）＞
＜処遇等＞

＜想定されるなり⼿（例）＞
元消防職団員、⾃主防災組織等の構成員（※）、学⽣、

事業所・団体等の従業員、特殊な資機材等を持つ事業所・団体等の関係者等
※ ⾃主防災組織等において防災活動を中⼼的に担う者が「⼤規模災害団員」として
消防団との連絡調整等を実施。
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